
委員コメント回答 
（平成 30 年２月２日 伊方原子力発電所環境安全管理委員会原子力安全専門部会） 

資料２「伊方発電所１号機の廃止措置の状況について」ｐ６ 

番号 
委員コメント 

まとめ 
四国電力回答 日付 

コメント

委員 

１ 放出管理目標値の

根拠は何か。 

 

「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関す

る指針」において、通常運転時における環境への放

射性物質の放出に伴う周辺公衆の線量を低く保つた

めの努力目標として、線量目標値（実効線量で年間

50 マイクロシーベルト）が示されている。また、同

指針において、線量目標値の達成を可能とする放出

管理目標値を定めること、およびその値を超えるこ

とのないように努めることとされており、原子力発

電所においては、気体廃棄物及び液体廃棄物の放出

に際し、原子力発電所毎に放出管理目標値を定めて

管理している。 

 放出管理目標値は、「発電所用軽水型原子炉施設周

辺の線量目標値に対する評価指針」に準じて算出し

ており、１号機は運転を終了したことに伴い原子炉

停止からの減衰を考慮する等により、廃止措置第１

段階における年間の放出量の変更を反映している。 

なお、放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の

放出に伴う周辺公衆の被ばく線量の評価値は年間約

６．６マイクロシーベルトである。 
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長方形



２ 福島第一原発事故

では、全体で（放

射性物質が）どの

くらい出たのか。 

気体・液体廃棄物

の放出量が「検出

限界未満」とはど

の程度か。 

福島第一原子力発電所の事故による放出量は、平成

24 年６月 20 日付け東京電力㈱の報告書によると、以

下の通り推定されている。 

 ・希ガス：約５×10１７   Bq 

 ・I-131 ：約５×10１７ Bq 

 ・Cs-134：約１×10１６ Bq 

 ・Cs-137：約１×10１６ Bq 

 

「発電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質

の測定に関する指針」において、放出放射能量の集

計の対象は検出限界濃度を超えるものとし、検出限

界濃度以下のものについては集計の対象外とするこ

とが記載されているが、仮に平成 29 年度第１～３四

半期の期間中、検出限界濃度で検出が継続したと想

定した場合における放出放射能量（※）を試算すると、

放射性気体廃棄物の希ガスは 7．3×10１２Bq（放出管

理目標値は 9．5×10１４Bq）、よう素１３１は 2．3×10

７Bq（放出管理目標値は 4．4×10１０Bq）、放射性液体

廃棄物は 1．1×10８Bｑ（放出管理目標値は 7．4×10

１０Bq）となり、いずれも放出管理目標値より十分小

さい値となる。 

 なお、上記にて算出した量を年間換算した場合に

おいても年間の放出管理目標値を十分下回る。  

 

※：測定時の検出限界濃度に平成 29 年度第３四半期

までの排気量又は排水量を掛け合わせて算出し

た値である。放射性液体廃棄物は Co-60 に対する

値を代表として用いている。 
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３ 放出管理目標値

は、四国電力独自

の値か。 

放出管理目標値は、「発電所用軽水型原子炉施設周辺

の線量目標値に対する評価指針」に準じて算出し、

その値は発電用原子炉設置変更許可申請書、廃止措

置計画認可申請書および原子炉施設保安規定変更認

可申請書に記載し、国の許認可を受けている。 
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（
１
，
４
０
０
人
・
ｍ
Ｓ
ｖ
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に
対
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、
廃
止
措
置
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原
子
炉
施
設
保
安
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定
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施
行
し
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平
成
２
９
年
７
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７
日
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降
１
２
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被
ば
く
線
量
※
１
は
６
０
．
３
４
人
・
ｍ
Ｓ
ｖ
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あ
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・
個
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１
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管
理
線
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１
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Ｓ
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１
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ば
く
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０
．
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／
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※
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し
た
７
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７
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廃
止
措
置
作
業
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た
９
月
１
２
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。
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２
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３
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．
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０
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０
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０
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績
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２
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濃
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－
２
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m
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。
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